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Ⅰ 研究の目的と方法
（１）目的

• 徹底した効率化とWLBへの対応を同時に迫られている企
業において、雇用管理施策としてのWLBの現状と課題を

探ると共に、 「中小企業では、制度はないが『柔軟に対

応』しているため、仕事と育児との両立に適している」（中
小企業白書2006年版）が本当なのかを検討する。

（２）方法

• 従業員10～1,000人未満の企業１万社に対し、調査票を
送付。回収率21.3％。回答企業中、従業員調査にも協力
可とした企業に、従業員調査を実施。総配布数1,321、有
効回収数546。調査期間は、企業調査が2008年11～12月、
従業員調査が2009年９～11月。
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Ⅱ 主たる事実発見

（１）基本的規模別集計結果から

☆より小規模企業ほど、

①基本的人事制度、両立支援制度は、共に未整備。

②WLB支援策定着に向けた取り組みも希薄。

☆企業規模を問わず全般的に、

③WLB施策のメリット・効果は、労使共に、「働く上での安
心感」で、一致。

（２）企業がWLB施策に対して積極的となるキーは？

：未就学児を持つ女性正社員の有無。
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（３）企業側から見た現状
①両立支援制度の整備状況；規模間の差異が大きい
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68.4%

35.7%

46.0%

17.0%

36.2%

40.0%

2.1%

3.9%

1.8%

41.3%

15.0%

23.6%

11.0%

19.9%

20.9%

82.7%

86.7%

14.7%

57.3%

70.7%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業制度の規定

子の看護休暇の規定

１）短時間勤務制度

２）育児の場合に利用できる
フレックスタイム制度

３）始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ

４）所定外労働の免除

５）事業所内託児施設

６）育児に要する経費の援助措置

７）在宅勤務制度

全体(2103)

30人未満(627)

30-49人(395)

50-99人(450)

100-299人(333)

300-499人(96)

500-999人(75)

＜勤務時間の短縮等の措置＞



② WLB施策への積極性；約3/4は「消極的」と自己評価
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8.0%

11.5%

17.0%

8.5%

13.7%

15.3%

26.1%

34.4%

53.3%

34.6%

47.7%

44.3%

48.6%

53.6%

52.9%

43.8%

33.3%

38.5%

27.8%

39.9%

31.6%

24.4%

14.1%

11.5%

4.0%

15.4%

6.2%

3.1%

4.5%

2.9%

3.0%

1.1%

.0%

1.3%

1.0%

2.4%

3.8%

3.0%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(2103)

30人未満(627)

30-49人(395)

50-99人(450)

100-299人(333)

300-499人(96)

500-999人(75)

1000人以上(26)

積極的である やや積極的 やや消極的 消極的である 無回答



③『積極的』企業が期待するWLB施策取り組みの効果
；「安心感」、「定着率」、「モティベーション」
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62.0%

60.2%

43.7%

46.2%

20.0%

74.0%

25.5%

69.1%

29.2%

58.7%

39.8%

44.4%

34.2%

27.1%

56.6%

78.3%

32.8%

30.7%

13.7%

12.0%

29.2%

7.1%

19.8%

6.1%

9.9%

6.1%

7.1%

20.3%

4.5%

4.0%

13.9%

29.2%

29.5%

30.0%

34.2%

17.9%

44.8%

18.4%

49.3%

23.1%

48.8%

33.7%

37.3%

58.0%

29.7%

23.1%

42.7%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80%

１)出産前後の女性社員の退職が減る、なくなる

２)育児期の女性社員の退職が減る、なくなる

３)女性の新卒採用に効果がある

４)女性の中途採用に効果がある

５)男性の採用に効果がある

６)女性社員の定着率を高める

７)男性社員の定着率を高める

８)女性社員のモティベーションを高める

９)男性社員のモティベーションを高める

１０)社員の仕事に対する満足度が向上する

１１)社員の時間管理能力が向上する

１２)社員のストレスが軽減される

１３)社員が働く上での安心感を高める

１４)生産性が向上する

１５)付加価値の高い製品・サービスの開発につながる

１６)顧客や対外的なイメージアップにつながる

(n=424) あった ある程度あった



④『消極的』企業がWLB施策に取り組まない理由
；「法律の範囲内以上は困難」、「子育て期社員なし」
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15.1%

3.7%

30.4%

22.1%

45.0%

26.0%

7.1%

16.9%

3.8%

28.0%

22.5%

29.2%

35.6%

6.4%

17.9%

10.7%

39.3%

14.3%

71.4%

3.6%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

1)具体的にどのようにすれば
よいのかわからない

2)取り組みが面倒

3)人手が不足していて手が回らない

4)コスト面の負担にたえられない

5)法律の範囲内で制度を
設けており、それ以上は困難

6)子育て期の社員がいない

7)自社にとってメリットがない

全体(1587)

30人未満(528)

30-49人(317)

50-99人(351)

100-299人(223)

300-499人(53)

500-999人(28)



⑤両立支援の定着や利用率増加への取り組み
；「何もしていない」が約５割。

8

15.4%

3.8%

9.8%

19.5%

5.1%

6.7%

15.5%

5.2%

50.4%

0% 20% 40% 60% 80%

1)制度を社内でよく周知・ＰＲしている

2)両立支援制度の相談を受け付ける専用窓口を設けている

3)管理職に両立支援の目的や趣旨を説明し、理解を深めている

4)人事・総務担当者に勉強させたり、研修を行っている

5)ニーズ調査を行い、社員の意見を聞いている

6)組合や従業員組織を通して、社員の意見を聞いている

7)社長、役職者が直接、社員の意見を聞いている

8)女性の活用とセットで両立支援を進めている

9)特に何もしていない



（４）従業員からみた両立支援策
；「安心感」、「仕事の見直しにつながる」、でも「大変」。
「融通が効く」のは女性？
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68.6%

24.0%

43.0%

49.2%

20.2%

26.4%

12.0%

7.0%

15.1%

17.1%

41.5%

27.1%

73.3%

55.0%

85.7%

0% 25% 50% 75% 100%

1)育児休業制度などの仕事と
育児の両立支援制度が整備
されていると､働いていて安心

感がある

2)職場で誰かが育児休業を取
ると､他の人の仕事の分担が

増えるので､大変だ

3)職場で誰かが育児休業を取
ると､それをきっかけに､仕事

の分担や職務の見直しにつな
がる

4)職場で誰かが育児休業を取
ると､それをきっかけに､仕事
の進め方が効率的になる

5)今の職場は融通がききやす
いので､子育てしやすい

女   性(258)

31.6%

35.8%

43.1%

18.8%

18.4%

41.0%

16.7%

14.2%

9.0%

6.3%

24.7%

27.8%

57.3%

52.4%

72.6%

0% 25% 50% 75% 100%

とてもそう思う
ややそう思う

男  性(288)

54.0%

14.5%

18.9%

24.7%

46.0%

19.4%

22.2%

8.1%

10.4%

39.2%

78.8%

53.7%

64.8%

27.5%

32.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1)育児休業制度などの仕事と育児の両立支援制
度が整備されていると､働いていて安心感がある

2)職場で誰かが育児休業を取ると､他の人の仕事
の分担が増えるので､大変だ

3)職場で誰かが育児休業を取ると､それをきっか
けに､仕事の分担や職務の見直しにつながる

4)職場で誰かが育児休業を取ると､それをきっか
けに､仕事の進め方が効率的になる

5)今の職場は融通がききやすいので､子育てしや
すい

とてもそう思う

ややそう思う

全 体(546)



（５）育児との両立支援をみると
①「育児休業」の前に、結婚、出産で相当数が退職。

（出産者数を１とした時の比率。カッコ内は、出産者数）

0.42

1.0

0.73
0.65

0.44

0.30

0.20

0.37
0.30

0.26
0.29

0.13

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

0.90

0.73
0.680.66

0.56

0.81

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

全体
(2896)

30人未満
(122)

30-49人
(165)

50-99人
(329)

100～299人
(581)

300人以上
(1676)

結婚退職者 妊娠・出産退職者 出産者 育児休業開始者
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②育児休業取得率（出産時に在籍の女性正社員が
どれくらい休業を取ったのか）

→育児休業規定 「あり」のほうが、取得促進につながる。

81.5% 55.7% 66.1% 68.4% 73.5% 90.2% 87.0%

83.4%

72.0% 72.1% 70.9%
74.1%

90.2% 90.9%

28.4% 30.2% 32.0%

22.2%
25.0%

0% 0.0%
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 30人未満 30-49人 50-99人 100～299人 300人以上 無回答

全体 規定あり 規定なし
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③「運用でカバー」する企業は多くない。
（短時間勤務制度の場合）

21.9%

38.8%

50.2%

59.1%

50.0%

33.6%

48.6%

63.0%

69.2%

81.9%

17.5%

13.8%

14.1%

11.3%

11.1%

29.6%

19.0%

15.2%

10.0%

6.8%

56.8%

44.6%

33.2%

27.0%

27.8%

34.4%

31.0%

20.4%

18.0%

11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30人未満(456)

30-49人(240)

50-99人(205)

100-299人(115)

300人以上(18)

30人未満(125)

30-49人(142)

50-99人(230)

100-299人(211)

300人以上(177)

未
就

学
児

・
い

な
い

い
る

あり 運用あり なし 無回答
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④「運用」企業の状況
「コンプライアンスの強化」など、基本的な経営戦略でも
取り組みが弱い。
（「積極的に取り組んでいる」という回答比率）
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52.4%

40.5%

16.6%
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コンプライアンスの強化 男女均等処遇 正社員と非正社員の均衡処遇



⑤従業員から見た「WLBの満足度」
（短時間勤務制度の有無別）；「運用」企業はそう高くはない
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41.7%
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未婚、既婚・子なし 既婚・子あり 未婚、既婚・子なし 既婚・子あり

男性 女性



（６）介護との両立をみると
①介護休業制度の整備率

；より小規模での整備率が低いが、WLBに積極的企業

（育休整備済み）は、介護にも目配りしている。
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合
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定
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合計 30人未満 30-49人 50-99人 100-299人 300人以上



②従業員平均年齢が高いほど、休業制度は未整備。

50.0%50.0%
55.7%

67.6%
62.3%
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40.5%
32.6%
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70.3%
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5
0
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未
満

5
0
歳
以
上

男性正社員平均年齢 女性正社員平均年齢
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③正社員の平均年齢
；より小規模企業で、平均年齢が高い傾向。
→リスクが高い企業で、整備が遅れている。
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42.1

41.0 40.8
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35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

30人未満 30-49人 50-99人 100-299人 300人以上
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④介護休業の取得率
；取得は、きわめて稀。マクロ統計の傾向と同じ。

0.15%

0.04% 0.04% 0.04% 0.03%
0.04%

0.13%

0.02% 0.02%
0.01% 0.02% 0.02%

0.20%

0.08%
0.07%

0.08%

0.05%
0.07%

0.00%

0.05%

0.10%

0.15%

0.20%

0.25%

30人未満 30-49人 50-99人 100-299人 300人以上 合計

合計 男性 女性
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⑤介護となった時の就業継続
；女性は、「仕事を変える」、「介護に専念」も選択肢に。

64.2%

65.1%

63.6%

20.0%

44.2%

45.2%

27.8%

47.8%

0.0%

0.0%

13.0%

11.1%

22.1%

20.5%

12.1%

11.5%

21.7%

11.1%

6.9%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(288)

正規(272)

非正規・労働時間長い(11)

非正規・その他(5)

合計(258)

正規(217)

非正規・労働時間長い(18)

非正規・その他(23)

男
性

女
性

続ける 両立しやすい仕事に変える 仕事をやめて介護に専念する わからない 無回答
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Ⅲ 政策的インプリケーション

☆育児との両立

①「結婚や妊娠・出産」での退職を少なくしたいのであれば、

育児休業などの制度化がそれに結びつく可能性がある。

②「中小企業が皆、育児休業制度はないが『運用』で、うまく

いっている」というのは、事実に反する。

③「運用」しているのは少数派で、必要に迫られているため。

④「運用」企業では、コンプライアンスなど、企業活動の基本

的な部分でも、取り組みが弱い傾向がみえる。

⑤「運用」ではなく、「制度あり」企業のほうが、満足度が高い。

☆介護との両立

⑥介護関連は、今後の問題であるが、現在でも、よりリスク
の高い中小企業で、特に制度整備が遅れている。 20


